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製薬企業における流通システムの分析 (2) 
一一現行の医薬品流通システムの効果と規制一一
小原久治
I はじめに
n 医薬品流通システムの全体的な構造と医薬品の卸・小売流通の特色
1. 製薬企業を中心とした医薬品流通システムの全体的な構造
(1) 医薬品産業の経済構造
(2) 医療用医薬品と一般用医薬品の流通主体の概要
(3) 医薬品の流通構造
2. 製薬企業を中心とした医薬品の卸・小売流通の特色
(1) 製薬企業による医薬品流通システムへの影響についての特色
(2) 医薬品をめぐる商品と費用に関する全体的な特色
(3) 医薬品市場の推定規模と競争状況の特色
(4) 医薬品卸流通の特色
(5) 医薬品小売流通の特色
il 製薬企業における流通システムから得られる効果
1. 医薬品流通政策による販売促進効果
(1) 流通系列化の推進による効果
(2) 重点卸政策の展開による効果
(3) 製品差別化戦略による効果
(4) リベート戦略による効果
(5）広告戦略
〈以上，本号）
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2. 薬価設定効果
(1) 薬価基準制度及び薬価算定方式による効果
(2) 製薬企業と医薬品卸売業者との取引条件による効果
(3）値引補償制度及びリベートによる効果
但） 管理価格による効果
(5) 医療用医薬品の納入価格のばらつきによる効果
(6）再販売価格維持制度による効果
3. 医薬品流通活動効果
(1) 医薬情報担当者による医薬情報伝達・収集効果
(2) 「医薬品業界データ交換システム」による効果
N 製薬企業における流通システムの問題点
1. 製薬企業による流通系列化の弊害
2. 製薬企業による自由な薬価形成の制約
3. 製薬企業による自由な流通の阻害
v 製薬企業における流通システムに対する規制
1. 医薬品流通政策に対する規制
(1) 法的規制
① 医薬品の販売及び授与の規制
② 医薬品の製造・販売段階及び市販後の規制
③ 「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」による規制
④ 「不当景品類及び不当表示防止法」による規制
⑤広告の規制
(2) 流通系列化に対する規制及び流通適正化・近代化への規制
(3) 薬務行政指導及び報告書による規制
① 「医薬品の販売に伴う景品類の提供についてJ（昭和43年3月〉
② 「景品の包装等についてJ（昭和44年8月）
③ f医薬品の販売に伴う添付につい-CJ＼昭和45牛10月〉
- 3 -
④ 「医療用医薬品の販売の適正化について」（昭和49年1月）
⑤ 「医療用医薬品の販売の適正化についてJ（昭和53年3月）
⑥ 「医療用医薬品の販売の適正化について」（昭和54年8月）
⑦ 「医療用医薬品の販売の適正化についてJ（昭和55年9月）
⑧ 「医療用医薬品流通の適正化についてJ（昭和57年10月）
⑨ 「医療用医薬品の流通改善について」（昭和58年6月）
(4) 製薬業界の自主規制ないし確認事項
① 「医療用医薬品流通要綱J（昭和49年12月〉
② 「医療用医薬品のプロモーションに関する倫理コードJ（昭和51月
4月）
③ 「キャンペーン自粛についてJ（昭和52年8月）
④ 「医療用医薬品に関する卸との取引正常化について」〈昭和52年 8
月）
⑤ 「医療用医薬品パンフレットの記載要領についてJ（昭和54年8月）
⑥ 「試用医薬品（医療用）に関する管理基準J（昭和55年7月）
⑦ 「医療用医薬品流通の改善に関する今後の取組みについて」（昭和
57年1月）
⑧ 「製薬企業倫理綱領」（昭和58年9月）
⑨ 「医療用医薬品製造業における景品類の提供の制限に関する公正競
争規約J（昭和59年3月〉
⑬ 「医療用医薬品の取引に関するメーカーと卸売業者のモデル契約要
綱」（昭和59年12月。医薬品流通近代化協議会中間報告〉
⑪ 「医療用医薬品の取引に関する卸売業者と医療機関・薬局とのモデ
ノレ契約要綱」（昭和59年12月。同協議会中間報告）
⑫ 「医療用医薬品流通の近代化方策について」〈昭和62年9月）
2. 薬価設定に対する規制
(1) 薬価基準制度及び薬価算定方式に対する規制
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(2) 医薬品の価格体系に対する独占禁止法の規制
(3) 値引補償制度に対する規制
(4) リベート戦略に対する規制
(5) 製薬企業の優越的地位の濫用に対する規制
(6) 第2市場問題に対する規制
3. 医薬品流通活動に対する規制
(1) 製薬企業の医薬品情報報告義務
(2) 医薬情報活動に対する規制
① 「医薬品の情報の収集・評価・対応・伝達・提供に関する規範作成
のための指標」〈昭和55年8月）
② 医薬情報担当者と医薬情報に関する医薬品安全対策の規制
VI 製薬企業における流通システムの改善の方向
1. 流通システムの具体的な改善方策
2. 流通システムを取り巻く構造面及び制度面などの改善方策
w むすび
I はじめに
小論は，①現行の医薬品流通システムが製薬企業にもたらせている利益，つ
まり販売促進効果，薬価設定効果，医薬品流通活動効果の3大効果を改めて指
摘し，それらの利益ないし効果が得られる原因を究明するとともに，②医薬品
の流通システムに内在する問題点を薬事法関係法規，独占禁止法，行政指導に
よる製薬関係通知，報告書などの視点から摘出し，③それを踏まえて医薬品の
流通システムの様々な規制措置だけでなく，それについての基本的考え方や規
制の有効性と実施可能性の点も整理することが必要であるという問題意識を
持って，製薬企業における医薬品流通システムのあり方を考え，その流通シス
テムにおける医薬品流通政策を検討することを目的としている。
この医薬品流通システムとは，この小論では，製薬企業，医薬品卸売業者，
医薬品小売業者（薬局・薬店など），医薬品の使用者（医療機関，患者，一般消
費者）を含めた総合的システムを意味するものであるが，医薬品流通主体であ
る製薬企業を中心とした，あるいはその立場からみた医薬品の流通構造，薬価
設定及び流通活動における総合的な体制を意味するものであると定義している。
この意味の医薬品流通システムの中で中枢的な役割や生産（製造） ・販売の
両機能を果たしているのは製薬企業である。このように製薬企業を位置づける
ことによって，製薬企業が展開している流通システムにおいて取得している利
益ないし効果，さらにこの効果が流通システムに及ぼす弊害や制約を緩和ある
いは除去するために必要な規制措置などを医薬品産業体制の下で公正競争阻害
性の視点や規制の有効性と限界性の視点から明らかにするという「接近方法」
をとる。
小論の構成は，次の通りである。 Eでは医薬品流通システムの全体的な構造
と医薬品の卸・小売流通の特色を明らかにした上で， Eでは製薬企業における
流通システムから得られる効果ないし利益を3大効果の視点から解明する。
Wでは，その流通システム全般の問題点を3つの視点から指摘し，これに基づ
いてVでは，その流通システムに対する規制を3つの側面から検討する。 Wで
は，その流通システムの改善策の方向を考える。最後の刊では，小論を要約
し，若干の政策的合意を考える。
I 医薬品流通システムの全体的な構造と医薬品の卸・小売流通の
特色
製薬企業が医薬品流通システムから取得している利益あるいはその流通シス
テムを維持するだけの価値や効果がどこにあり，他方でそのシステムに対する
現行の諸規制が有効か否かを考察するという小論の主題に入る前に，製薬企業
を中心とした医薬品流通システムの全体的な構造をまず明らかにし，この構造
の中で展開されている製薬企業を中心とした場合に限定した卸・小売流通の特
色について明らかにする必要がある。
1. 製薬企業を中心とした医薬品流通システムの全体的な構造
製薬企業を中心とした医薬品流通システムの全体的な構造は，（1）医薬品産業
の経済構造の中に存在し，（2）医療用医薬品と一般用医薬品の流通主体の概要，
(3）医薬品の流通構造，の 3つの視点から捉えることができると考える。これら
の点について分説する。
(1) 医薬品産業の経済構造
医薬品産業の経済構造は，①医薬品産業を取り巻く法的制度と医療・薬務行
政指導の制度的構造，②医薬品の生産（製造），流通及び消費（使用）の構造・
制度面，③薬価設定の場という 3つの視点から把握できると考える。
① 医薬品産業を取り巻く法的制度と医療・薬務行政指導の制度的構造
医薬品産業は，現行の改正薬事法（昭和54年10月1日公布施行の「薬事法改
正法J）と「医薬品副作用被害救済基金法Jc同年月日公布施行）のいわゆる薬
事二法を中心として，独占禁止法の除外例（独占禁止法第24条第2項）として
認められた再販売価格維持契約制度，特許法，不当景表法，その他の法，医療
保障関係諸法に加えて，根拠法を有して成立している医療保険制度，薬価基準
制度及び診療報酬支払制度などの法的制度の枠組み，医薬品の生産と流通に係
わる厚生省つまり国の薬務行政指導としての厚生省薬務局長通知，基本方針，
医薬品流通近代化協議会などの報告書，製薬企業の諸団体や日本医薬品卸業連
合会などの報告書をはじめとした医薬品の流通上の諸基準などに基づく医療・
薬務行政の制度的構造がある。
② 医薬品の生産（製造），流通及び消費（使用）の構造・制度面
製薬企業はその医薬品の研究開発，製造，輸入及び販売について改正薬事法
で厳しく規制されている。製薬関係通知による薬務行政指導で規制された様々
な公的規制や許認可制度があり，公正競争規約などの業界自主規制がある。
また，国民医療費，医療保険料など，医療保険財政，医療保険制度，診療報
酬支払制度などに関連する経済的要因から構成された経済的枠組みがある。
③薬価設定の場
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医薬品，特に医療用医薬品については，公定価格とも言うべき薬価基準を決
める場合の根本原則として重視される基本的な考え方や方式，すなわち市場価
格主義，類似薬効比較方式，銘柄別収載方式，バルクライン方式を含む薬価算
定を図っている。この薬価算定は，品目によっては寡占価格や管理価格の性格
も関与してなされている。それどころか，根本的には，そのような薬価算定は
製薬企業の特定の品目に関する大量生産に起因した大量消費の必然性に基づい
ており，これによる医薬品の生産，流通及び消費（使用）の3つの構造・制度
面の表と裏においてなされている。
また，医薬品の製造段階では製薬企業の「メーカー仕切価格J（通称， C
価），その流通段階では卸売価格 CB価〉と小売価格（A価〉が決定されるの
も，製薬関係通知などに基づく薬務行政指導，流通系列化の規制に係わる独占
禁止法などの法的制度的側面があるからである。しかし，現実では製薬企業の
社員または医薬品卸売業者の社員である医薬情報担当者（通称，プロパー〉と
医薬品のユーザーである医療機関との価格交渉による薬価設定，さらに必ずし
も正当に行われているとは言えない薬価調査に基づく薬価基準価格設定，製薬
企業の特定の品目の薬価が流通の末端価格としての小売価格の値崩れや安売り
にならないような流通系列化の展開や製品差別化戦略，リベート戦略，広告戦
略〈主として一般用医薬品の場合〉，あるいは取引条件の lつである値引補償
制度，再販売価格維持制度（一般用医薬品の場合）などの複合的な作用効果に
依存した薬価設定がそれぞれなされている場は，医薬品産業の経済構造の構成
要因になっているとみなすことができる。
(2) 医療用医薬品と一般用医薬品の流通主体の概要
流通主体の中心をなすのは製薬企業である。医薬品卸売業者，医薬品小売業
者〈薬局開設者，一般販売業，薬種商販売業，配置販売業，特例販売業の5業
態がある。）及び医薬品のユーザーである医療機関が流通主体となっている。
①製薬企業
( i) 製薬企業数
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医療用医薬品や一般用医薬品を国産または輸入する製薬企業（医薬品製造業
者または医薬品輸入業者）は，医薬品の有効性と安全性の確保という保健衛生
上の観点から，主として改正薬事法に依拠して製造業の許可（薬事法第12条，
薬事法施行令第15条の 2）または輸入販売業の許可（薬事法第22条，同第23
条）を得なければならない。また，医薬品の製造と輸入については，品目ごと
に中央薬事審議会の議を経て厚生大臣（承認権限が都道府県知事に委任されて
いる品目については当該都道府県知事）の承認（薬事法第14条，同第23条）を
受けなければならず，改正薬事法によって厳しい所要の規制が行われている。
製薬企業数は，厚生統計協会編『国民衛生の動向』（各年版）によれば，昭和
60年12月31日現在では2,422社である。製薬企業数の推移をみれば，昭和50年
代以降増加傾向にあり， 51年の2,161社に比べて261社 (12.1%）増加している。
これは医療需要の増大と新薬の上市に伴う生産額と売上額の増大を反映してい
ると思われる。
昭和60年末の2.422社のうち，医療用医薬品を製造している製薬企業は，薬
業時報社が60年7月に調査したアンケートに回答した357社のほかに末掲載の
製薬企業を加えれば，約400社であると推定されている。しかし，経営規模，医
療用の大型商品や主力品，医薬品薬効別構成比，社内使用研究開発費などは多
種多様であるから，主力品のうち医療用医薬品の占める割合が大きい医家向け
医薬品を製造または輸入している製薬企業と言えるのは約200社強にすぎない
であろう。残りの大半の製薬企業は医薬品専業の大手製薬企業からバルク（原
末，原液）を購入して製剤している製薬企業であるが，新薬の自社開発や販売
ができない単品メーカーや受託生産型メーカーであり，その品目は保険医療の
際の使用薬剤となる薬価基準収載品目が少なく，売上高に占める割合も小さい
ものである。
直販ルートを有しているいわゆる大衆薬専業企業は，昭和56年6月の厚生省
の『医薬品流通実態調査f結果によれば，総数60社であったが， 60年には多少
増えているものと推定できる。
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(i) 製薬企業の生産規模と生産集中度
製薬企業の生産構造を厚生省薬務局監修『薬事工業生産動態統計年報』（昭
和60年版）で生産規模別にみれば，生産額1億円以上の製薬企業の大企業数は
312社で全国の製薬企業数の16.3%しか占めていないのに，生産額は3兆8,089
億円で圧倒的に多い。中小規模の製薬企業数は1,601社で全国の製薬企業数の
83.7%を占めているのに，その生産額は1,928億円で全体の僅か4.8%を占めて
いるにすぎない。
しかし，大企業と言えども，全薬効分野の全品目を製造しているわけではな
い。異業種の兼業企業や外資系医薬品関連企業，他の医薬品専業企業からそれ
らの商品である医薬品の特定の品目を仕入れたり，技術導入でわが国で製品化
している場合もある。この点に中小規模の製薬企業が存立できる理由がある。
このことは，医薬品が多種多様で予測できない疾病の発生に対応できるための
多品種少量生産となっていることを表している。
次に，薬業時報社編『薬事ハンドブック』（昭和60年版）によれば，医薬品の
推定総売上高に占める上位10社の売上高は l億8,279億円であり，その推定
シェアは36.8%，上位5社の売上高 l兆2,489億円の推定シェアは25.1%と
なっている。このほか，医薬品生産額による上位10社や上位5社の集中度は低
いという生産構造的特徴がみられる。そのため，兼業企業や外資系医薬品関連
企業の医薬品産業への参入が活発に行われ易い参入条件や参入障壁となってい
る。
ここでは，製薬企業の資本金別規模や従業員別規模，収益指標については割
愛している（別稿，参照）。
② 医薬品卸売業者
製薬企業における流通システムの分析をテーマとしているので，医薬品卸売
業者，医薬品小売業者，ユーザーの医療機関の概要については，若干の点から
のみ簡単に説明する。
医薬品卸売業者は，改正薬事法で規定された要件を満たした場合にはじめて
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営業が許可される。許可の形態は薬局開設者（薬事法第5条，同第6条，薬局
等構造設備規則第l条），一般販売業（薬事法第6条，同第26条，薬局等構造設
備規則第2条）及び薬種商販売業（薬事法第6条，同第28条，薬局等構造設備
規則第3条〉，配置販売業（薬事法第24条，同第30条，同第31条，同第37条），
特例販売業（薬事法第44条～同第48条，同第37条，薬事法・薬剤師法施行に関
する局長通知第6の4）に分けられているが，医薬品卸売業及び医薬品小売業
を営むためには，これらのうちいずれかの許可を得なければならない。
医薬品卸売業者を取引・営業形態の点から，すでに公表ずみで筆者に入手可
能な最新資料である厚生省編『昭和58年度医薬品産業実態調査』結果によって
区分すれば，第一次卸売業者，第二次卸売業者，第三次卸売業者の3つに区分
されるいわゆる卸売業者に，現金問屋〈現金卸），一部の直販メーカーなどの販
社の 2つの業態を加えた5つの業態に分けられている。
改正薬事法に基づく卸売一般販売業（医薬品小売業者の分類の中の一般販売
業とは異なるものである。）の許可を受けて卸業を営む卸売業者数は， 1,431社
である。この内訳をみれば，第一次卸売業者（通称，一次卸。医薬部外品を除
く医薬品［最終製品］を仕入総額の50%以上を製薬企業から直接仕入れている
もの。）が830社（構成比58.0%），第二次卸売業者（二次卸。医薬品仕入総額の
50%以上を一次卸から仕入れているもの。）が527社（同38.8%），第三次卸売業
者（三次節。医薬品仕入総額の50%以上を二次卸から仕入れているもの。）が
74社（同5.2%）となっている。
これらの卸売業者を同じ資料で取扱い商品別にみれば，医療用医薬品専業が
1,166社（構成比81.5%），一般用医薬品専業が194社（同13.5%），医療用・一
般用兼業が71社（同5.0%）となっている。
日本医薬品卸業連合会（略称，日卸連）編『医薬品卸業の現状と課題』（各年
版）によれば，それに加盟している昭和61年12月末現在の卸売企業数は， 440社
である。昭和41年末現在の921社に比べて，卸売企業数はこの21年間に481社と
半減し， 55年末現在の577社に比べて137社（23.7%）減少し， 59年末現在の
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491社に比べて51社 (10.0%）とそれぞれ減少している（年平均は約22社，
2.5%減少）という卸企業衰退の厳しさが伺われる。このことは，この21年間に
481社も卸業の廃業，あるいは合併・吸収，営業権譲渡，小売店化という形で姿
を消しており，この点に生き残りをかけた卸売業者〈卸企業）の再編成が急速
に進んでいることがわかる。医療環境と薬事環境の変化が医薬品卸売業界全体
と個々の卸企業の経営環境に極めて激しい影響を及ぼしていることを物語って
いる。
改正薬事法に基づき営業許可を受けている業態を敢えて列記すれば，次頁の
表II-1で示した業態がある。
③ 医薬品小売業者
医薬品小売業者も，製薬企業や医薬品卸売業者と同様に，改正薬事法に基づ
いて所要の規制が行われている。
医薬品小売業者の中で薬局・薬店と呼ばれている営業形態には，改正薬事法
で規定されている薬局開設者，一般販売業〈卸売一般業を除く）及び薬種商販
売業の3つの業態のことである。これらに配置販売業と特例販売業の2つの業
態を加えた5つの業態が「医薬品小売業者」と呼ばれている。
医薬品小売業者数は，厚生省大臣官房統計情報部編『衛生行政業務報告（厚
生省報告例〉』（昭和60年版）によれば， 114,709店となっている。このうち薬局
・薬店は72,817店で全体の63.5%を占めている。また，改正薬事法に基づき薬
局開設者の許可を受けているものの昭和60年の総数は35,264店で医薬品小売業
者数に占める割合は31.5%となっている。これを昭和55年末現在の31,346店に
比べれば，この6年間に3,918店（年平均653店。 88.9%）増加している。健康
保険法に基づいて保険薬局の指定を受けたものは，昭和61年末現在， 35,783店
となっている。
なお，昭和54年施行の改正薬事法で規定されている「卸業一般販売業」は，
製薬企業，薬局開設者，一般販売業，業種商販売業及び医療機関などに限定し
て医薬品を販売するものである。
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表II-1 改正薬事法に基づき許可を受けている流通主体とその業態
流通主体 製薬企業 医薬品卸売業者 医薬品小売業者
業
医療用医薬品専業 第一次卸売業者 薬局開設者
一般用医薬品専業 第二次卸売業者 一般一販般売業業を（卸除売く）
態 医療用・一般用兼業 第三次卸売業者 薬種商販売業
現金問屋〈現金卸〉 配置販売業
販 社 特例販売業
資料：厚生省薬務局編，『医薬品産業実態調査』（各年度〉（産業政策懇談会報告書〉
（注） 1 医薬品の製造と販売（輸入販売を含む〉，または販売（輸入販売を含む）
を行っている企業には，異業種の兼業企業，外資系医薬品関連企業もある。
2 医薬品専業とは当該製薬企業の全生産額のうち医薬品生産額の占める割
合が50%以上のものであり，医薬品兼業とはその割合が50%未満のもので
ある。
医療用医薬品専業とは，当該製薬企業の医薬品生産額のうち医療用医薬
品生産額の占める割合が70%以上のものである。
一般用医薬品専業とは，当該製薬企業の医薬品生産額のうち一般用医薬
品生産額の占める割合が70%以上のものである。
医療用・一般用医薬品兼業とは，上記以外のものである。
3 第一次卸売業者（一次卸）とは，医薬品総仕入高の50%以上を製薬企業
（メーカー）から直接仕入れているものである。
第二次卸売業者（二次卸〉とは，医薬品総仕入高の50%以上を一次卸か
ら仕入れているものである。第三次卸売業者（三次卸〉とは，医薬品総仕
入高の50%以上を二次卸から仕入れているものである。販社とは，主に特
定の l製薬企業の販売会社として活動しているものである。
4 医薬品小売業者の定義については，別稿を参照されたい。
薬局・薬店の資本金規模や従業員規模，営業概況，保険薬局の動向などには
言及していない（別稿では解説している）。
④ ユーザーとしての医療機関
医療機関は，厚生省大臣官房統計情報部編『医療施設調査・病院報告』によ
れば，収容患者数が19人以下の施設を有するものは診療所（一般診療所，歯科
診療所入それが20人以上の施設を有するものは病院と規定し，病院について
は200人以上のものを大病院， 20人以上200人未満のものを中小病院と区分して
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いる。これらの施設を開設する場合には，医療法（昭和23年制定公布）に基づ
き，病院の開設には許可が必要であり，診療所の開設には届出が必要である。
病院や診療所の運営についても医療法に依拠していなければならない。さら
に，昭和60年12月27日に改正され，法律第109号として公布された改正「医療
法」によれば，医療施設特に病院の増加については各都道府県の実情に合わせ
た「医療計画」の策定（区域及び病床数の設定がその計画の中心的な対象事項
である。〉に依存せざるを得なくなり，医療施設の運営も役員，その他の点で改
正され，一人医療法人などの開設が認められえ
医療機関が医療保険を取り扱う場合には，健康保険法などに基づいて保険医
療機関などの指定が必要であると規制されている。
医療機関の性格をみれば，かなり多重的な性格を有している。各医療施設ご
とに規模，経営主体が異なるため，医療用医薬品の市場規模（Iの2.参照）
とその流通市場の構造が多種多様になっていることはもとより，医療用医薬品
の購入価格つまり医薬品卸売がらみたときの卸売価格の設定を複雑なものにさ
せているからであろう。
前掲資料によれば，昭和61年10年末現在の全国の医療施設総数は136,242施
設（対前年増加率1.6%）である。この内訳は，病院が9,699施設，診療所が
126,543施設（一般診療所79,369施設，歯科診療所47'174施設）となっている。
(3) 医薬品の流通構造
医薬品の流通構造は，①医薬品の特性に係わる医薬品流通の基本的性格，②
医薬品の流通経路，③製薬企業と医薬品卸売業者との取引関係，④医薬品卸売
業者とユーザーとの取引関係，⑤現金問屋（現金卸）の取引関係の少なくとも
5つの視点から捉えることができると考える。
① 医薬品流通の基本的性格
医薬品は何よりもまず生命関連商品であるから，医薬品の有効性と安全性を
確保しなければならないという特殊性がある。この意味で，医薬品の流通は他
の財の流通とは根本的に異なっている。
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医薬品の流通は，改正薬事法などの法律の許可を受けた医薬品卸売業者や医
薬品小売業者が改正薬事法や医薬関係通知に基づき承認を受けた品目だけを取
り扱うという「限定流通」となっている。また，麻薬，覚醒剤，劇薬などは改
正薬事法第29条とその他の条項の法的に極めて厳しく規定された流通でなけれ
ばならないという意味で，それらの品目の流通は「法定流通Jとなってい2。
他方，医療用医薬品の流通は後述するように製薬企業から医薬品卸売業者を
経て医療機関へ，最終的には患者へと流れるとし、う意味で，「間接流通」となっ
ている。これに対して，一般用医薬品の流通については，その間接流通のほか
に，いわゆる大衆薬メーカーと言われる製薬企業から直接医薬品小売業者（大
概その製薬企業の特約店となっている薬局・薬店〉ヘ流れるという点では，
「直販流通」となっている。
これらの流通は医薬品の各種の流通経路の中に存在しており，医薬品の流通
主体とともに，医薬品の価格及び流通量について取引ないし営業が行われる流
通構造の基本的な形成要因となる性格を有している。
② 医薬品の流通経路
医薬品の流通経路は，時代的地域的に当然のことながら異なっているが，近
年の時期であって，しかも全国的視野に立って，流通主体，流通量及び流通経
路の特徴という視点から，医薬品の流通経路を概念的に区分すれば，通常次の
ような4つの流通経路に大別することができる。
(i) 最も流通量の多い第lの医薬品流通経路は，製薬企業（単にメーカーと
も言めから出荷・販売された医療用医薬品がユーザーである医療機関ヘ，最
終的に患者に流れる経路である。この流通経路はさらに3つの経路（ノレー ト〉
に区別できる。
ケ） 医療用医薬品が製薬企業→医薬機関（大病院，病院，診療所）→患者ヘ
とし、う直販流通経路〈直販ルート）で流れている場合。
この流通経路における流通量は，医療用医薬品の総卸流通量の約1%で
あると推定されている。例えば，杏林製薬，関東医師製薬などの流通経路
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が該当している。医療用医薬品の中堅的な製薬企業である杏林製薬は，そ
の総売上高の過半数を直販ノレートで医療機関へ販売している。また，関東
医師製薬は医師1,500人以上が株主となって全国40か所以上のところに直
系の販売会社を作り，医療機関へ直販している。
十i) 医療用医薬品が製薬企業→第一次卸売業者→医療機関→患者へという間
接流通経路（間接ルート〉で流れている場合。
この流通経路における流通量は，わ）の流通量を含めて医療用医薬品の総
卸流通量の約85%を占めていると推定されている。この流通経路で販売し
ている製薬企業は医療用医薬品に傾注した新薬メーカーが多い。例えば，
昭和60年3月期の売上高順で示せば，武田薬品工業，三共，藤沢薬品工
業，塩野義製薬，田辺製薬，エーザイ，山之内製薬，第一製薬，中外製
薬，寓有製薬，大日本製薬，吉富製薬の大手12社に，ミドリ十字，持田製
薬，日本新薬，富山化学工業を加えた主要16社をはじめ，鳥居薬品，津村
順天堂，東京田辺製薬，小野薬品工業，日研化学，日本ケミファ，科研製
薬，扶桑薬品工業，参天製薬，森下製薬，帝国臓器製薬，わかもと製薬の
中堅医家向け12社やその他の大多数の製薬企業あるいは医薬品製造所の流
通経路が該当している。
防 医療用医薬品が製薬企業→第一次卸売業者→第二次卸売業者（→場合に
よっては第三次卸売業者）→医療機関→患者へという間接ルートで流れて
いる場合。
この流通経路における流通量は刊で示している。大抵の場合，第一次，
第二次，第三次の卸売業者はそれぞれ特定の製薬企業の流通系列化の中に
組み込まれている。
このような流通経路において，医療用医薬品の実勢価格は主として製薬企業
の社員である医薬情報担当者（プロパー）あるいは，全国卸のような大手の有
力な卸企業（卸売業者の別称）が抱えている医薬情報担当者と医療機関の医
師，薬剤師との価格交渉で決定されていると言っても決して過言ではない。そ
? ?
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の際，特定の薬効分野の医薬品で安全性と有効性が確保されている品目である
ことは改めて言うまでもなく，製薬企業の医薬品流通政策に基づく医療情報担
当者の昼夜にわたる医薬品流通活動と人柄が薬価の決定に影響するであろう
が，薬価決定と販売量（医療機関からみれば，購入量），販売方法のキメ手と
なっているのは，薬価差益の多寡とリベートの問題であろう。
(i) 第2に流通量の多い医薬品流通経路は，製薬企業が医薬品卸売業者を介
さず，一般用医薬品特に店頭薬に関する自社系列化の特約店〈薬局・薬店）と
いう医薬品小売業者ヘ直接販売している直販ルートである。
この流通経路における流通量は，医薬品総流通量〈卸兼小売の流通量）の約
13%であると推定されている。この流通経路で販売している製薬企業には，新
薬メーカーであっていわゆる大衆薬メーカーである場合が多い。また，家庭薬
メーカーである場合が多い。また，家庭薬メーカーもある。例えば，昭和60年
の売上高順に示せば，大正製薬，エスエス製薬，久光製薬，ロート製薬，和光
堂，佐藤製薬の大衆向け大手6社をはじめ，カネボウ薬品，その他の製薬企業
あるいは医薬品製造所の流通経路が該当している。
この流通経路における薬価の形成には，直販方式特有の方法が用いられてい
るが，根本的には薬価差益と薬局・薬店の経営戦力に依存しているのであろう。
（凶 第3に挙げる医薬品流通経路は，製薬企業特に配置薬メーカー→配置販
売業者へという直販ルートである。
この流通経路における流通量は，医薬品総流通量（卸兼小売の流通量）の約
1%であると推定されている。 1%ほどあるのは この流通経路固有のわけが
あるからである。家庭薬あるいは配置薬の配置販売は一見したところ非近代的
な販売方法に見えながら，いわゆる大衆薬としての配置薬がいつでも手元に
あって便利であること，軽医療であれば，薬局・薬店や医療機関まで時間をか
けて行くまでもなく，自己治療（セルフメディケイション）ができること，そ
の上くすり代の支払いは使用後日払いでよいこと，地域に密着した配置販売業
者とのなじみが配置商法を可能にさせてきていることなどを理由として，この
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流通経路の存在を昔から根強いものにさせているからである。
ω 第4に挙げる流通経路は，医療用医薬品や一般用医薬品が第2市場とも
言われている「現金問屋」の存在に関連したものである。
(i）～(i0の流通経路を便宜的に第1市場経路（第l市場ルート）と名づけれ
ば，このルートの中に，見方を変えれば，第2市場経路（第2市場ルート）の
存在を読み取ることができる。つまり，第2市場ルートはあくまでも「伝票
上J存在しているのであって，実際は第一次卸売業者や第二次卸売業者，場合
によっては医療機関から医療用医薬品が，薬局・薬店から一般用医薬品がいず
れも資金繰りか何かの事情のために現金問屋へ直接流出入している流通経路で
ある。あるいは簡単に図式化できないほど複雑なルートで流れているものであ
る。この場合，流れていると言っても，卸売業者が本来医療用・一般用医療品
を安く売る現金問屋へ直接流したことが当該品の出荷・販売元の製薬企業に判
明すれば，製薬企業はその卸売業者あるいは小売業者を自社品の実勢価格の低
下や値崩れによる価格競争を抑制することを目的として展開した「流通系列
化j政策に抵抗し，価格引下げを行った張本人とみなし，卸売業者や小売業者
に対して出荷停止や特約店解消，リベート策の変更などの強い制裁措置を加え
るであろうから，ヤミで流れていることになる。「伝票上」というのはその意味
である。
この現金問屋の存在は，卸売価格や小売価格の設定，ひいては薬価の設定に
係るものとして無視できないほど大きな問題を与えている。この意味で，現金
問屋に係わる諸問題は「第2市場問題」としてクローズアヅプされている。
以上の医薬品流通経路の概念、図は，次頁の図 II-1で表すことができる。
昭和60年を中心として医薬品の流通経路に関連した医薬指標としては，ここ
では表II-2の指標を挙げている。
医療用医薬品の流通主体，流通経路及び推定流通量を厚生省編『医薬品流通
実態調査』結果でみれば，昭和56年において図II-2のように示されている。
③ 製薬企業と医薬品卸売業者との取引関係
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図II-1 医薬品の流通主体，流通経路及び推定流通量の概念図
回一 口口口 →困製医 薬企薬
?
1 %IC推定） 1 %（推定） 85%（推定〉 113%（推定）
患 一般消費
（注）→は第l市場ノレー ト，司第2市場ルー トを示している。
製薬企業と医薬品卸売業者との取引関係における大きな傾向は，製薬企業主
導型の生き残り策，換言すれば，製薬企業の重点卸政策を中心とした卸系列化
政策による医薬品卸売業者間の生き残り策が近年強化されている点にみられる。
この変化の中で，製薬企業は独自の流通系列化を展開し，生き残り策の一貫と
して医薬品卸売業者の自社への専従化を進めることによって取引を固定化さ
せ，プランド内競争（ intra competition.同一のブランド［銘柄］を取り扱う医
薬品卸売業者聞の競争。）を回避させ，卸売価格の値崩れなどを防止しようと
している。「卸・小売段階での値崩れがメーカーの出荷価格を低下させ，メー
カーの価格競争を活発化させることがあり，このような場合にメーカーが自己
の商品の卸・小売段階での価格競争（ブランド内競争）を制限することはメー
カー聞の価格競争を阻害することになるので，ブランド内競争を促進する必要
があるといわれるのは，メーカーが寡占的な市場構造にある場合のことを前提
にしていることを示している。このような場合には，……，流通系列化によっ
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表E一2 医薬品の流通経路に関連した医薬指標
医（昭薬和品6総1年生1産月額～12月） 4兆2,807億円 国民医療費（60年度） 16兆159億円
対国民所得比 6.10% 
医薬品輸入額（61年） 3,100億円
医薬品輸出額（61年） l,233億円
老人保健負担費 4兆377億円
国民l人当りの医療費 13万2,300円
医薬品市（場62年規模度推定〉 4兆7,400億円 総人口（62年3月〉 121,371,798人
医薬用医薬品（向上） 3億6,560億円
大衆薬（61年度推定） 5,900億円
病院数（61年10月末〉 9,699施設
一般診療所（向上〉 79,369施設
医薬品製（造60所年許10可月数末〉 2,288社 歯科診療所〈同上〉 47,174施設
薬局・薬店数 35,264店 59年10月16日～18日の
(60年12月末〉 (31.3%) 3日間に全国の医療施
薬種商販売業〈向上） 19,175店 設で受療した患者数 769万9,000人
(17.1%) 
配置販売業 （向上〉 16,829店 同病院患者数 276万6,100万人
(15.0%) (35.9%) 
特例販売業 （向上） 22,372店 同一般診療所患者数 381万l,200人
(20.0%) (49.8%) 
資料：厚生省薬務局監修，『薬事工業生産動態統計年報』，昭和61年版，昭62年。
大蔵省編，『日本貿易月報』，昭和61年。薬業時報社編，『薬事ハンドブック
’87』，昭和62年。厚生統計協会編，『国民衛生の動向』，昭和62年。厚生省
大臣官房統計情報部衛生統計課編，『衛生行政業務報告』，昭和60年版，昭和
60年。厚生省編，『国民医療費の推計』，昭和62年。自治省行政局振興課編，
『住民基本台帳人口』，昭和61年版，昭和62年。厚生省編，『患者調査』，昭和
60年。厚生省編，『医療施設調査・病院報告』，昭和60年。
（注） 大衆薬には，配置薬，漢方製剤，公衆衛生薬などは含まれていない。
てブランド内競争が制限されれば公正競争阻害性を有するという判断が導かれ
ることになる。」
昭和60年の両者の取引関係は資料未入手のためわからないが， 56年の前掲の
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図II-2 医療用医薬品の流通主体，流通経路及び推計流通量（昭和56年）
メーカ一段階 卸売業者段階 ユーザ一段階
1.0% 
0.1 
% 
資料：厚生省調査，『医療用医薬品流通の現状と問題点』，昭和56年（薬事ニュース社
編，『転換期の医薬品流通』，昭和58年， 275頁に所収〉
『医薬品流通実態調査』結果によれば，次の 3つの特徴が挙げられている。
(i) 医薬品卸売業者は多数の製薬企業との間で取引関係がある。販社を除く
第一次卸売業者の仕入先の製薬企業数は，平均40社近くにのぼっている。
(i) 医薬品卸売業者の売上高規模が大きくなるにつれて，その仕入先の製薬
企業数が増えるとともに，各製薬企業からの医薬品仕入高は相対的に分散
する傾向にある。
ω 製薬企業と医薬品卸売業者との資本及び人的関係をみれば，資本関係で
は，販社を除く第一次卸売業者の場合，製薬企業からの出資を受けていな
い卸売業者が全体の約76%を占めている。その出資を受けている卸売業者
のうちの約70%は出資比率が50%以下となっている。また，人的関係で
は，製薬企業から役員の派遣を受けていない医薬品卸売業者は全体の約
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87%を占めている。
医薬品流通近代化協議会の議論と昭和62年10月に出された厚生省薬務局監修
の報告書『医薬品流通の近代化』によれば，製薬企業と医薬品卸売業者の間の
取引関係には，医薬品卸流通の適正化や近代化を阻害するような人的信頼関係
を重視した要因が残存していることが指摘されている。
④ 医薬品卸売業者とユーザーとの取引関係
医薬品卸売業者とユーザーの間では，先の『医薬品流通実態調査』結果によ
れば，販売先の医療機関や薬局・薬店が餓烈に競合する状況となっている。こ
の調査では，販社を除く第一次卸売業者は平均600以上の医療機関と取り引き
していると回答している。
また，医薬品卸売業者の売上高規模が大きくなるにつれて，販売先の数は飛
躍的に増えているが，医薬品販売業者（卸企業） 1社当りの売上高はそれほど
増加していないことが示されている。このことは，医薬品卸売業者がその1社
当りの売上高の増大よりも販売先数の増加の方に重点をおき，製薬企業の重点
卸政策とも関連して卸売業者間で販売先を獲得するための織烈な競争が展開さ
れていることを表している。特に，一般用医薬品の場合には，販売先の薬局・
薬店の獲得が厳しくなっている。製薬企業の流通系列化政策と関連して薬局・
薬店を「小売店組織J化に組み込むことによって，末端価格つまり小売段階に
おける小売価格の引下げや値崩れや乱売を防止するとともに，流通量を安定的
に維持しようとしている。
前掲の報告書『医薬品流通の近代化』 （昭和62年10月〉においても，次の2
つのことが改善すべき点として指摘されている。
(i) 医薬品卸売業者と医療機関との取引状況においては，両者聞に契約意識
が極めて希薄であり，取引契約は殆どの場合口頭契約であるため，両者間
の取引関係が不安定で，取引条件も不明確な場合が非常に多いこと。
(i) このような取引の不明確さに伴って，一部には仮納入・仮払い，極端に
長い支払い期間，医薬品受渡し後の一方的な取引条件の変更など，商品取
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めに役立つ医薬品の購入ができる極端に安い仕入先であること。また，製
薬企業の医薬情報担当者（プロパー）（大手の全国卸がプロパーを有する
場合もある。）との間で購入品目に関する価格交渉を行う場合にも，当該
品目がどの程度薬価基準価格よりも割りヲ｜し、て仕入れられるかなどについ
て，現金問屋筋から薬価情報が入手できる便利な存在であるから，現金問
屋の存在はユーザーにとってその価格交渉力を強化できること。医薬品を
大量に安く仕入れることは，ユーザーの医療機関には医薬品仕入費が少な
くなり，ひいては経営費の削減につながることであるから，医療機関に
とって至上命題であり，不可欠のことである。
（坊現金問屋は，製薬企業の立場からみても，存在価値がある。このこと
は，製薬企業が医療用医薬品のある品目を過剰生産した場合に言えること
である。製薬企業がその過剰分を在庫にまわせば，過剰在庫はいつ販売で
きるか不確実であるから，品質管理上どうしても不利になる。そこで，そ
のリスクを避けるため，製薬企業が過剰分を正規販売の流通経路で販売す
れば，その品目を販売市場全体の実勢価格を下落させ，薬価基準との価格
差がさらに開いてしまうであろう。実勢価格の下落は，薬価算定の基礎資
料として使われる薬価調査においても不利となり，常に高い薬価を維持し
たい製薬企業にとっては困るので，製薬企業自体がその品目の需給を調整
せざるを得なくなる。
そのため，製薬企業とすれば，正規の流通経路ヘ流す分はその品目の建
値すなわちメーカー仕切価格（通称， C価）を維持できる分の出荷量つま
り供給量にとどめ，残りの過剰分は，医薬情報担当者の販売ノルマ達成の
ためにも，公定価格的な性格を有する薬価基準の薬価水準よりも値引きし
た薬価水準で現金問屋へ安売りして利益を得ょうとする。このようなメ
リットが製薬企業にあるからこそ 現金問屋の換金取扱品目が250品目ぐ
らいに限定されており，しかも医薬品総生産額のせいぜ、い3～4%の金額
を扱っているにすぎない現金問屋であっても，製薬企業がその資本力攻勢
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や薬価操作，医薬品供給量の制限などの医薬品流通政策を使ってまで排除
していないのである。
このような存在価値が現金問屋にあるわけであるが，先ほどのノルマ達成の
ことは，医薬品卸売業者の場合にも該当することである。大抵の医薬品卸売業
者は特定の製薬企業の流通系列化の傘下に，卸経営の安定化のために，入らざ
るを得ない取引状況にあるので，医薬品卸売業者もその業態のいかんを問わず
系列先の製薬企業 (1社ではない〉の医薬品販売量のノルマ達成を強要されて
いる場合もあるであろう。その卸売業者がノルマを達成で、きない場合には，製
薬企業には秘密にして現金問屋ヘ安く売る事態もあるであろう。
2. 製薬企業を中心とした医薬品の卸・小売流通の特色
医薬品の卸流通及び小売流通の特色については，製薬企業を中心とした場合
に限定して明らかにすれば，（1）製薬企業による医薬品流通システムへの影響に
ついての特色，（2）医薬品をめぐる商品と費用に関する全体的な特色，（3）医薬品
市場の推定規模と競争状況の特色，は）医薬品卸流通の特色，（5）医薬品小売流通
の特色の 5つの特色を挙げることができる。これらの特色について分説する。
(1) 製薬企業による医薬品流通システムへの影響についての特色
製薬企業は戦後一貫して既述のように概念規定した医薬品流通システム全体
を支配し続けているという点に，製薬企業がその流通システムに大きな影響を
及ぼしているとし、う特色がある。
なぜその支配が可能となったのであろうか。この点については，製薬企業の
歴史的発展とその販売力をみて概略的に理解することができる。現在の主要な
製薬企業の歴史的発展は当然、のことながら各社とも異なっているが，共通事項
は，かつては全国の医薬品卸売業者に医薬品の供給，販売及び回収，金融など
を行い，元卸として医薬品卸流通の組織化を図った中枢となっていたことであ
る。その後は元卸から製薬企業へと発展していき〈別稿，参照），今日では，と
りわけ大手の製薬企業の場合には，洋薬の技術導入とその圏内製造，さらに顕
著なこととして自社品の研究開発，技術輸出，技術提携，海外進出というよう
に製薬企業としての実力をつけてきている。
今日では，製薬企業の実力は販売面においても顕著な特徴をみせている。製
薬企業が販売，仕入，販売促進，金融リスク，保管，情報収集・伝達，薬価設
定，得意先などの主要な流通機能において，特に自社品の市場占有率（マー
ケット・シェア）拡大戦力の一環として卸売価格の設定やその指示，マージン
やリベートを通じて医薬品卸売業者や薬局・薬店などを支配するということに
如実に示されている。
医薬品卸売業者がそのような製薬企業による医薬品流通システム全体から影
響を受けざるを得ないのは，大抵の医薬品卸売業者や医薬品小売業者が特定の
製薬企業の系列下に入っているからである。換言すれば，それらの販売業者が
医薬品の供給源を持っていても，製薬企業から医薬品という商品を常時安定的
に仕入れできなければ，卸企業としての経営は成り立たないからである。この
意味で，それらの販売業者が医薬品の安定的供給を確保するためには，製薬企
業の医薬品流通政策に従った卸流通や小売流通を行わざるを得ないからである。
(2) 医薬品をめぐる商品と費用に関する全体的な特色
医薬品をめぐる商品とその費用に関する全体的な特色を明らかにするのは，
他の消費財とは異なる特1性を持っている医薬品が医薬品の流通状況に与えてい
る様々な影響を明らかにしたいからである。
医薬品は用途別にみれば，医療用医薬品と一般用医薬品に区分されている。
これらの医薬品は商品としていかに流通システムの中に存在し，この商品の売
買には，また患者や一般消費者が入手するためには，いかなる費用がかかるか
を理解しておかなければならない。この点については，例えば，厚生省がまと
めた医療用『医薬品流通実態調査』（昭和56年〉の次の結果が参考になる。
図Il-3は，製薬企業が医療用医薬品を研究開発して生産（製造）し，医薬
品流通システムを経た医療用医薬品を医師の処方によって最終的に患者が使用
し，その費用が支払われるまでの全体的な流れを概括的に示したものである。
この医薬品の流通状況は3つの段階に区分されている。
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図II-3 医療用医薬品をめぐる商品とその費用の全体的な流れ
〔医療保険で使用される場合）
（第l段階〕 （第3段階〕
健康保険｜保険料支払
組 J口~ 
制度楽価量
被
険昔医メ~ 日隆哩阿lL主一－一」－阿l川J古卸売警医 伊「I ル／ 五車込山
処方筆空付 ,# 
ill毘会弘：lc;±;-t/ 組仁員コ
出保険料品
資料：厚生省編，『医薬品流通実態調査』，昭和56年
（注） 時は商品の流れ，→は費用の流れを示している。
第l段階は，製薬企業が生産した医療用医薬品が，図I-1の流通経路の概
念図のような流通経路があるとしても，原則的には医薬品卸売業者を経由して
ユーザーである医療機関または薬局・薬店に供給される段階である。この間の
医薬品の流通は，製薬企業，医薬品卸売業者，医療機関，保険薬局のそれぞれ
の自由な取引に基づいて行われている。
第2段階は，医療機関が製薬企業から直販ルートで，あるいは原則として製
薬企業→医薬品卸売業者の間接ノレートで購入した医療用医薬品は，医師の処方
に基づいて医師あるいは薬剤師が調剤した上で患者に投与される段階である。
この段階では，患者は原則としてその購入費つまり薬剤料の一部を一部負担金
とし、う形で医療機関または保険薬局に支払っている。
第3段階は，医療機関または保険薬局は，医療用医薬品を患者に投与するた
めに要した費用のうち患者から支払われた一部負担金を除外したものを出来高
払い方式で受け取れる診療報酬を社会保険診療報酬支払基金へ誇求して受け取
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ることができる仕組みになっている。この基金は各種の健康保険の加入者があ
らかじめ支払っていた医療保険料を集計したものを資金源として運営されてい
る。その診療報酬のうち薬剤料は，所定の方式に基づいて薬価基準価格で算出
されている。
このような3つの段階で表される医療用医薬品をめぐる商品とその費用に関
する全体的な特色において見落としてはならないことは，薬価基準制度と診療
報酬支払制度である。なかんずく，薬価基準制度は医療保険における使用薬剤
の範囲と価格を公定的に定めているだけでなく，薬価基準収載方式，薬価算定
方式，薬価調査などを中心事項として定めた極めて重要な制度である。
その薬価基準制度は昭和25年9日に初めて成立したものであるが， 32年4月
には大改正されたものである。この制度の法的根拠は，大正11年4月22日，法
律第70号として制定公布された健康保険法第43条第9項のほか，昭和33年6月
1日付厚生省告示第177号で33年10月1日付実施の「健康保険法の規定による
療養に要する費用の額の算定方法」， 32年4月30日厚生省令第15号として制定
された保険医療機関及び保険医療養担当規則第四条第1項，同年月厚生省令と
して制定された保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則第9条で示されている。
(3) 医薬品市場の推定規模と競争状況の特色
① 医薬品市場の推定規模
( i) 昭和60年における医薬品市場の推定規模
医薬品市場の規模は，生産額とは異なり，推定値で捉えられている。薬業時
報社編『薬事ハンドブック ’87』によれば，昭和60年の医薬品市場の規模は4
兆9,720億円（対前年増加率4.9%）と推定されている。ここでは，推定方法の
説明はしていない。その内訳は，図 I-4のように，医療用医薬品が4兆
1,650億円（対前年増加率5.4%），一般用医薬品が8,070億円（対前年増加率
2.2%）と推定されている。
（日） 医薬品用途区分別医薬品市場の推定規模
このような医薬品市場の規模と生産額とを敢えて比較すれば，表II-3で示
図I-4 医薬品市場の推定規模（昭和60年）
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2,820 
億円上 卸マージン薬価差益
薬局マージン
35% I ¥ 1,290億円
卸マ一門ン一一一4兆1,650即
日目 医療用医薬品市場
億円
大衆薬
65%＼市場
?
?
）
? ?? ?? ー 〈
（総生産額）
(3億3,83.7億円）
5% 資料：薬業時報社編，『薬事ハ
ンドブック ’87』
（注〉 総生産額は昭和60年生産
額を示した。
総生産額と市場規模との
聞には整合性はない。
大衆薬市場には配置薬，
漢方製剤，公衆衛生薬は含
まれない。
医療用医薬品の算定は薬
価基準価格が，大衆薬の算
定は小売価格が用いられて
75% 
いる。
すことができる。厚生省薬務局監修『薬事工業生産動態統計年報』（昭和60年
版）によれば，昭和60年の医薬品総生産額は4兆18億700万円であり，国産品と
輸入品から成り立つ医療用医薬品は3兆3,837億1,000万円，一般用医薬品
5,728億円，この一般用医薬品と配置用家庭薬から成り立つその他の医薬品は
6, 180億9,600万円となっている。
医薬品市場の規模は医療用医薬品の場合には，昭和61年の薬効大分類別生産
額を『薬事工業生産動態統計年報』でみれば，各薬効ごとの生産額，従って推
定市場占有率はかなり異なっている（表I-4）。
(i) 薬価基準収載品目数による医療用医薬品市場規模
医療用医薬品は，その薬価の極端に高い品目などを除いて，保険医療の使用
薬剤となっているので，大多数の医療用医薬品は「薬価基準」に収載されてい
る。その薬価基準収載品目数は，昭和62年11月25日現在，統一名薬価基準収載
方式による収載品目数は1,069品目，銘柄別薬価収載方式による収載品目数は
13,124品目であり，総数14,193品目である（表E一5）。この品目数は医療用医
薬品の市場規模の 1面を表していることにほかならない。
- 29 -
- 30 -
表Il-3 医薬品市場の推定規模と医薬品用途区分別生産額の糧管：億円， m
用途区分別
生 産 額 市場規模
55年 50 ～ 倍60年数昭和50年 55年 60年 50年 60年 増加
総 額 17.924 34,822 40,018 21, 783 41, 788 49, 720 2.3 
医療用医薬品 14.640 29. 785 33,837 16, 731 34,039 41,650 2.8 
国産医薬品 9,058 19 ,813 23,860 10,388 22.642 
輸入医薬品 5,582 9,972 9,977 6,343 11.397 
その他の医薬品 3,284 5,037 6,181 5,052 7, 749 
一般用医薬品 3,068 4. 710 5, 728 4. 720 7,248 8,070 2.6 
配置用家庭薬 216 327 453 331 503 
資料：表JI-3の昭和60年版と図ll-3に同じ
（注） 医薬品の市場規模の昭和50年と55年の推定値は，資料では，医療用医薬品の価格体系にお
いて製薬企業の仕切価格は卸売価格の87.5%と推定され，一般用医薬品の価格体系では製薬
企業の仕切価格は卸売価格の平均65%と推定されている。計数は億円以下を四捨五入した。
医療用医薬品の市場規模＝医療用医薬品の生産額÷87.5%
一般用医薬品の市場規模＝一般用医薬品の生産額÷65%
。v) 医療用医薬品と一般用医薬品の主要薬効大分類別推定市場規模
医療用医薬品の主要薬効大分類別推定の推移をみれば，別稿でみたように，
昭和60年には60年の薬価引下げ率が6.0%であったこと，市場規模の大きい薬
効分野の抗生物質製剤，循環器官用薬などが横ばいで推移したこと，市場規模
そのものは小さいが，化学療法剤，診断用薬，呼吸器官用薬が2桁台で増加し
たことを背景として，医療用医薬品の市場規模は若干増加している。
一般用医薬品の主要薬効群別推定市場規模の推移をみれば，マーケティング
．コミュニィケーション・センタ一勝の調査では，別稿でみた通り，増加傾向
にあるが，その対前年増加率でみる限り，低下傾向にある。
② 医薬品市場の競争状況
( i) 製薬企業の売上高表示の市場占有率でみた医療用医薬品市場の競争状況
まず，医薬品市場の競争状況を製薬企業の売上高でみれば，表n-6の通
り，昭和62年において売上高が100億円以上の製薬企業（外資系企業も含めた）
は13社であり，その売上高合計2兆4,387億円は製薬企業全体の総推定売上高
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表II-4 医療用医薬品の薬効大分類別生産額（昭和61年〉
（単位：百万円，%）
1国
薬効大分類
生 産 額 対前年増減率 構成比
位 61年 60年 増減額
数 4,280,732 4,001,807 278,925 
1 抗生物質製剤 683,361 690,505 -7,144 
2 循環器官用薬 563,301 519,683 43,618 
3 中枢神経系用薬 430,516 383,855 46,661 
4 消化器官用薬 372,044 353, 799 18,245 
5 その他の代謝性医薬品 328,629 314,132 14.497 
6 外皮用薬 261,030 239,679 21,351 
7 ビタミン剤 243, 712 238,541 5,171 
8 呼既器官用薬 166, 904 141, 781 25,123 
9 腫癌用薬 160,822 138,601 22,221 
10 生物学的製剤 157 ,887 153,359 4,528 
1 血液及び体液用薬 132,270 121.405 10,865 
12 滋養強壮変質剤 129,274 126,021 3,253 
13 ホルモン剖月u（含抗むホ）ルモン剤を 105,321 97 ,920 7,401 
14 漢方製剤 90,233 75,273 14,960 
15 化学療法剤 82,269 59,020 23,249 
16 末梢神経用薬 76,220 72,510 3, 710 
17 診断用薬 72,236 65,019 7,217 
18 感覚器官用薬 66,605 63, 766 2,839 
19 泌尿生殖器官及び紅門用薬 39,310 35,982 3,328 
20 アレルギー用薬 27.199 23,119 4,080 
21 公衆衛生用薬 24,017 23,656 361 
22 人工濯流用剤 19, 251 18, 101 1.150 
23 調剤用薬 16,201 17 ,253 -1,052 
24 組織細胞の治療及び診断用薬 16,017 13 .128 2,889 
25 その他の個々の器官系用薬 6, 736 6,922 -186 
その他 9,366 8, 777 589 
資料：厚生省薬務局監修，『薬事工業生産動態統計年報』，昭和61年版
（注） 医薬品薬効大分類の順位は，昭和61年の生産額による。
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比 61年 60年
7 .0 100.0 100.0 
-1.0 16.0 17.3 
8.4 13.2 13.0 
12.2 10.1 9.6 
5.2 8.7 8.8 
4.6 7. 7 7.8 
8.9 6.1 6.0 
2.2 5. 7 6.0 
17.7 3.9 3.5 
16.0 3.8 3.5 
3.0 3. 7 3.8 
8.9 3.1 3.0 
2.6 3.0 3.1 
7.6 2.5 2.4 
19. 9 2.1 1. 9 
39.4 1.9 1. 5 
5.1 1.8 1.8 
11.1 1.7 1. 6 
4.5 1.6 1. 6 
9.2 0.9 0. 9 
17 .6 0.6 0.6 
1.5 0.6 0.6 
6.4 0.4 0.5 
-6.1 0.4 0.4 
22.0 0.4 0.3 
-2.7 0.2 0.2 
6.7 0.2 0.2 
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表Il-5 医療用医薬品の薬価基準収載品目数
本収載品目数 経過措置品目数
統一 銘柄 計 統一 銘柄 言十
内 用 薬 455 8,574 9,029 75 357 
注 射 薬 355 2,538 2,893 30 119 
外 用 薬 138 1,399 1,537 9 25 
歯科用薬剤 7 12 119 。 。
計 955 12,623 13,578 14 501 
資料：薬業時報社編，『薬事ノ、ンドブック ’8』，昭和63年， 2頁
（注） 昭和62年1月25日現在
432 
149 
34 。
615 
薬価基準収載品目表
統一 銘柄 計
530 8,931 9,461 
385 2,657 3,042 
147 L424 1,571 
7 12 19 
1,069 13,124 14,193 
表Il-6 売上高100億円以上の製薬企業の売上高の推移と推定市場占有率
（単位：億円，%）
！願
製薬企業名
昭和
位 58年 59年 60年
1 武田薬品工業 4,690 4,781 4,748 
2 一 共 2,212 2,324 2,431 
3 大 塚 製 薬 1,878 1,919 2,116 
4 塩 野義製薬 1,810 1,773 1,850 
5 藤沢薬品工業 1,986 2,037 1,966 
6 田 辺 製 薬 1,354 1,431 1,484 
7 ニc. 一 ザエ イ 1,277 1,353 1,353 
8 第 一 製 薬 813 815 885 
9 山 之 内 製薬 945 1,048 1,075 
10 住 友 製 薬
1 大 正 製 薬 1,001 1,053 1,097 
12 中 外 製 薬 878 957 1,001 
13 日本チパガイギー 1,020 1,013 
10 億円企業数制 8 10 1 
売上高合計 16,208 18,739 20,134 
資料：薬業時報社編，『薬事ハンドブック』，各年版
（注） 売上高の順位は，昭和62年の売上高による。
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62年推定
61年 62年 市場占有率
4,768 4,925 10.6 
2,568 2,796 6.0 
2,207 2,326 5.0 
1,952 2,001 4.3 
1,698 1, 768 3.8 
1,470 1,591 3.4 
1,377 1,504 3.2 
1,074 1,496 3.2 
1, 179 1,405 3.0 
1,296 2.8 
1,126 1,163 2.5 
1,033 1,089 2.3 
1,049 1,027 2.2 
12 13 52.4 
20,511 24,387 46,560 
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4兆6,560億円の52.4%と過半数を占めている。このことは，医療用医薬品市
場が概してこれらの製薬企業で占められていることを意味する。
昭和58年～62年間の5年間の売上高の推移をみれば，各社とも増加傾向にあ
るが，各社特有の品目で販売市場の拡大には自ずから限界があるため，各社の
市場占有率にはさほど変動はみられないという状況にある。
そのため，中小規模の製薬企業の市場占有率は小さいという売上高格差があ
り，大規模な製薬企業と中小規模の製薬企業の間で競合する品目の場合などに
は，競争状況は中小規模の製薬企業には極めて厳しい状況となっている。
製薬企業別に売上高の推定市場占有率をみれば，武田薬品工業が10.6%を占
めて断然トップの地位にある。次いで，三共の6.0%，大塚製薬の5.0%，塩野
義製薬の4.8%になっている（表I-6）。その他の製薬企業の市場占有率は低
いことがわかる。
(i) 医療用医薬品の主要薬効別上位3品目の推定市場占有率による競争状況
医療用薬品の主要な薬効別上位3品目の推定市場占有率として55%以上のも
のをみれば， 8つの薬効分野のものがある。この順位は，合成ペニシリン製剤
79.4%，その他の抗菌剤78.6%，降圧剤76.7%，セフェム系抗生物質製剤（内
用剤） 65.0%，筋弛緩剤63.7%，血液製剤61.4%，時息治療剤56.0%，脳代謝
改善剤55.3%となっている。
この場合，推定市場占有率が25%以上の品目をみれば，表E一7の通り，一
部の品目にはかなり市場占有率は高く，かなり集中した競争状況となっている。
加） 生産集中度でみた競争状況
医療用医薬品の競争状況を示す指標の 1つである生産集中度に基づいて，医
療用医薬品の競争状況をみれば，既述のように，生産集中度は低く（表 II-
8），その市場は分散的多重的な生産構造となっている。このことは結局のと
ころ医療用医薬品の流通構造における販売競争や価格競争に波及していくこと
になる。
薬効別上位3品目の売上高シェアが高いのは，吉永俊朗氏によれば，「製品
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表Il-7 医療用医薬品の主要薬効別品目の推定市場規模（昭和60年）
（単位：億円，%〉
主要薬効別 品目名 製薬企業名
推 定 推 定
市場規模 市場占有率
合成ペニシリン
富山化学工業，三共ベントシリン 210 53.3 
製剤
降 圧 剤 カプトリル 三共 190 46.3 
その他の抗菌剤 パクシダーノレ 杏林製薬，鳥居薬品 175 41. 7 
セフェム系抗生
ケフラール 塩野義製薬 720 40.0 
物質（内用剤）
血液製剤 アルブミンα ミドリ十字 250 30.1 
消炎酵素剤 ダーゼン 武田薬品工業 210 29.2 
脳代謝改善剤 ホパテ 田辺製薬 260 27.4 
その他の抗菌剤 ミノマイシン
日本レダリー
110 26.2 
武田薬品工業
資料：薬業時報社編，『薬事ハンドブック ’87』，昭和62年
の優劣とメーカー側の指向があげられる。医薬品全体の数は多くても，特定
マーケットにおける薬剤となると，相当しぼられてくる。そのなかで，医師が
好んで使う医薬品も限られてくる。有効性，安全性に優れ，しかも薬価の高い
新薬が中心となるfからであろう。新薬に相当する品目がない場合には，既存
品の中で薬価差益が多く，有効性と安全性に優れたものが使われている。
料品目と薬価との関係でみた競争状況
品目とその薬価との関係で競争状況を既述の『医薬品流通実態調査』でみれ
ば，医療用医薬品では，販売競争が極めて厳しく薬価が大幅に低下している品
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表Il-8 生産集中度で見た医療用医薬品市場の競争状況の推移
（単位：百万円，%）
売上高順位別 昭和55年 57年 58年 59年 60年
上 位 5 社 21.5 28.0 25.9 27.1 26.4 
上 位 10 社 30.8 37.9 37.1 39.4 38.2 
上 位 30 社 46.5 59.1 56.6 60.5 60.0 
上 位 50 社 53.5 68.3 65.3 69.3 68.7 
上 位 10 社 60.2 77.2 73.4 77.7 76.9 
医薬品総売上高
（推定）
4,900,000 4,500,000 4,860,000 4,740,000 4,972,000 
上位 5 社 1,054,057 1,257 ,808 1,258, 740 1,283,620 1,311,322 
売
上位 10社 1,509,035 l, 703,558 l,803,558 1,867,976 1,900,982 
上 上位 30社 2,279,106 2,660,433 2,752,954 2,867,861 2,983,195 
高
上位 50社 2,620,449 3,073,578 3,173, 736 3,285,555 3,416,273 
上位 10 社 2,951, 769 3,473,330 3,569,027 3,683,174 3,824,471 
資料：薬業時報社編，『薬時ハンドブック』，各年版
（注〉 各年の売上高は，集計決算期が各年10月～翌年9月のものである。
目は少数であるが，その品目の市場占有率はかなり大きいことが示されている。
これに対して，販売競争が激しくなく，薬価も比較的安定している品目もあ
る。大多数の品目はこのような状況にある品目であり，市場占有率も概して小
さいことが伺われる。
は） 医薬品卸流通の特色
① 医薬品の卸売価格決定の限界と卸機能の役割強化
医薬品卸売業者は，大抵の場合特定の製薬企業の系列下に入っているので，
主たfる系列先の製薬企業の医薬品流通政策の一環として流通系列化，重点卸政
策などの推進によって，卸売価格や流通量の決定において大きな影響を受けて
いる。製薬企業は流通系列化を通じてブランド内競争を回避させ，卸売価格の
低下や値崩れ，安売りを防止することで，自社品の供給の安定化を確保し，利
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潤をあげ，薬価調査を有利に運び，薬価算定に役立たせようと意図した流通策
を講じている。このようなことは品目によっては医薬品産業の寡占体制の下で
管理価格的性格を有しているものもある。このような点だけからみても，医薬
品卸売業者が設定する卸売価格などというものは殆どなく，あるいは卸売価格
の自由な設定範囲を極めて小さいものにさせていると言わざるを得ない。
しかし，医薬品卸売業者もまた独自の卸機能を果たしながら卸経営の安定化
に必死の努力をしている。今日では，医薬品卸売業者は多くのディーテイルマ
ンを持ち，彼らの医薬流通活動を通じて医療機関，薬局・薬店，事業所などへ
多種多様な医薬品を卸売りするいわゆる卸機能を果たし，さらに医薬品需要の
迅速性と地域性に関連した品目の品揃え機能と保管機能も主たる機能として果
たしている。とりわけ その販売促進機能は製薬企業の医薬情報担当者の機能
のlっとも関連して，法的制度として施行されているが，実際上はまだ医薬非
分業の状況では，製薬企業も医薬品卸売業者の総合的な販売及び販売促進機能
を重視せざるを得なくなっている。
また，医薬品の卸機能の価値が変わってきていることを看過しではならない。
この卸機能の価値変化に対応して，医薬品卸売業者は様々な対応策を講じてい
る。医薬品などに関する売買契約の権利移転を中心とした取引流通機能と医薬
品の配送や保管などの物的移動を中心とした物的流通機能の両面において，数
量割引や現金割引の確立，返品制度の是正，不規則な少額受注の是正，ユー
ザ、ーからの売掛金回収の短期化の促進に加えて，配送業務や倉庫業務などの合
理化（例えば，デリバリ方式［医薬品卸売業者つまり卸企業の出張所や営業所
の商品や伝票は配送センターが扱い，救急品を除き在庫しないで，配送は専門
の輸送業者に委託する配送方式である。］，ノンストップデボ［出張所や営業所
などの支店で救急品以外は在庫せず，注文品は配送センターから送る出張販売
拠点のことである。］，その他の方策）を講じてきている。近年，卸販売量の増
大がみられるため，卸機能の業務を総合化し，コンピューターによるシステム
化の促進とその実働によって，卸流通コストの低減化を図っている。
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さらに，医薬品の供給と保管について， GSP (Good Supply Practiceの略
称。医薬品の供給と品質管理に関する実践規準。〉，医療情報の収集と伝達など
を通じて，ユーザーとしての医療機関や薬局・薬店へ質の高いサービスを提供
しなければならなくなっている。
とにかし医薬品卸売業者の経営環境は，薬価基準の改正つまり薬剤費の切
下げ，薬事法の改正による規制，特に医薬品の記帳義務（薬事法第50条第6
号，同第10号など）の履行，医療保険制度の改正の影響も受けて，厳しい。
② 医薬品卸流通の推定市場規模
医薬品の卸流通の市場規模についてみれば，昭和60年には4兆2.000億円程
度と推定されている。この卸売額は，既述のように，医薬品総生産額から推定
されたものである。
医療用医薬品の推定卸売額は，クレジット・コンサルタント・センター紛の
調査資料『’86コンサルタント・レポート』，薬業経済研究所編『薬業経済年
鑑』 (1987年版）によれば，調査対象卸企業460社の医薬品推定総卸売額3兆
3,450億円の約83%にあたる 2兆7,764億円である。この推定額をいかに評価す
るかであるが，医療用医薬品の生産額は実勢価格をかなり上回って設定されて
いるという点で架空の建値を意味する薬価基準価格で換算した生産額であるの
に比べて，医薬品卸売額は実際の売上高であるから，医療用医薬品市場の規模
から推して妥当な額であると考える。
医薬品卸売額と医薬品総生産額との関連についてみれば，既掲の資料に基づ
いて図 II-5で示すことができる。
この卸売額の対前年増加率は，昭和45年～60年の16年間でみても，ゆるやか
な低下傾向を示している。昭和56年以降は，医薬品卸売額の対前年増加率は医
薬品総生産額のそれよりも上回っていることがわかる。
(5) 医薬品小売流通の特色
①一般用医薬品の製薬企業別流通パターン
まず，医薬品の小売流通の源泉としての一般用医薬品は製薬企業のいかなる
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図II-5 医薬品卸売額と医薬品総生産額との関連
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（付表〉 （単位：百万円，%）
~ 医薬品 医薬品対前年増加率 対前年増加率卸売額 総生産額
昭和45年 883.092 17.2 1,025.319 21. 7 
50年 1,425.372 2.2 1, 792.406 5.4 
55年 2.369,591 12.0 3,482,177 14.5 
58年 3,211,858 10.2 4,032,057 1.3 
59年 3,293,933 2.6 4,026,985 -0.1 
60年 3,344,984 1.5 4,001,807 -0.6 
61年 3,461,365 3.5 4,280,732 7.0 
資料：総生産額は『薬事工業生産動態統計年報』，各年版
卸売額は綿クレジット・コンサルタント・センター調査
（注〉 卸売額から仲間売りは除外している。
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II-9 一般用医薬品の製薬企業別流通パターンの特色
製薬企 意味， 流通形態，
医薬品用途区分別
販売比率，推定売 販売促進策
業群 有力製薬企業名 流通経路 上高
新 医薬品の成分と組成 開放的な流通形態。 医療用医薬品の方が 医薬情報の収集・伝
薬 は合成物質を主体と 医薬品総合卸，一般 多い。 遣は多数の医薬情報
メ して拳入してきた 卸，代理店，特約店 担当者を配置して医
メー カー 群。 などを経由させて薬 主要18社の推定売上 薬品卸売業者へ直接
武田薬品工業，三 局者 ・薬店や一般消費 高は1,967億円。（構 行う。主要なプランカ 共，塩野義製薬， へ販売する間接流 成比 39.1%) ド品の広告はマスコ
エーザ、イ，田辺製薬 通経路． ミ媒体を中心とする。
群 など。
販直 新薬メーカーとほぼ 直接流通形態。 概ね大衆薬の方が多 価格競争に勝てる薬
類似しているが，医 し、。 局・薬店のみをチエ
チ 療用医薬品の製薬企 主に一般用医薬品 イン店とする契約を
ヱ
業がノ〈ルクを購入し （いわゆる大衆薬） 主要11社の推定売上 行う場合が多い。
イ ているものもある。 の供給から回収まで 高はし734億円。 その卸重点政策の対
ン 大正製薬， zスエス 自社品販売のチエイ （同 34.4%) 象先のチェイン店は
製薬，佐藤製薬，湧 ン店として直接薬局 他のメーカ一群より
メ 永製薬，全薬，カネ －薬店へ自社品が流 も少ない。
コh ボウ薬品，関東医師 通する直販ルート。
製薬など。 大量広告を中心とす
群 る。
生薬，漢方製剤，和 薬局・薬店への経由 概ね大衆薬の方が多 大量広告を中心とす
家 薬を中心とした伝統 は新薬メーカー群と し、。 る。
庭
のある単品またはど 変わらないが，一般
く少数の有力品のみ 用医薬品中心の医薬 46社の推定売上高は
薬 を生産する製薬企業 品卸売業者への依存 1,332億円．
メ 群。 度は高いという流通 （同 26.5%)
久光製薬，参天製 形態。
カ 薬，救心製薬，養命
酒製造，鈴木日本 家庭薬卸という専門
群
堂，荒川長太郎，日 卸を経由して家庭薬
本ヴィックスなど。 が薬局・薬店へ流通
する流通経路。
薬配置
医薬品は家庭薬メー 配置販売業者が直接 概して大衆薬の方が 配置網の拡大を図る
カー群に類似してい 一般消費者へ販売す 多い。 策。
メ るメーカー群である。 る行商形態。 薬代は使用分の後日
広貫堂，明生薬品な 払いで回収する方式。カ ど。 配置販売方式の流通
群 経路。
資料：薬業時報社編，『大衆薬の明日を探る』，昭和57年， 81-89頁
（注） 大衆薬という定義は公にはないので，製薬関連業界の通例と現状すなわち厚生省の製造基
準で示された概念によれば，一般用医薬品，配置薬に医薬部外品を含めたものである。一般
用医薬品とは，薬局や薬店の店頭で一般消費者に販売されるものであり，一般に「店頭薬」
と呼称されている。
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流通パターンで流れているかを表II-9のようにまとめて説明する。
② 製薬企業の大衆薬販売促進策の新展開
医療保険財政の逼迫化・累積赤字化に対処するための医療政策として導入さ
れた国民医療費抑制を最大の理由として，大衆薬に対してもその軽医療的側面
が再評価されてきており，一般消費者の大衆薬に対するニーズも多様化してき
ている。このことは大衆薬の需要を徐々に増加させてきている。そこで，製薬
企業としても大衆薬の研究開発に力を入れ，スイッチ・ OT Cの開発だけでな
く，大衆薬の潜在的需要を顕在化させる新剤型の開発，薬効群のすき間商品の
開発，ナショナル・ブランド品や非マスコミ品などの小売価格体系の見直しな
どに力を傾注している。
他方，製薬企業が自社系列の小売店を対象とした大衆薬販売促進策を従来の
自社系列小売店増加策から医薬情報システムを活用して各小売店の販売効率を
高めさせ，小売店の売上高の増加を図り，併せて自社品の販売増を図るという
新しい大衆薬販売促進策を展開している。
このような製薬企業の自社系列の小売店重点政策は，価格競争に勝てない中
小の薬局・薬店を当該製薬企業の流通経路から排除する厳しいものである。そ
の排除された薬局・薬店あるいは特定の製薬企業の系列下に入っていない薬局
・薬店のうち力のあるものは，互いに「協同グ、ループ」を組織化して生き残っ
ていくか，ボランタリー・チェインの中に加盟するか，その他の方法か，で生
きていかざるを得ない。
また，高度情報化社会の下で，各種のニューメディアを活用した医薬品の小
売流通が本格的に始まっていることが，大衆薬の販売促進と結びつき，大衆薬
の需要を徐々に増加させてきている。
③ 医薬品小売流通の推定市場規模
医薬品小売流通の推定市場規模についてみれば，一般用医薬品または店頭薬
が市場規模を形成している。この一般用医薬品の市場規模は，昭和60年には，
8,070億円（対50年比1.7倍）と推定されている。ただし，この市場規模には，
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一般用医薬品の定義からみて配置薬，漢方製剤，公衆衛生薬の推定市場規模は
含まれていない。
以上のような医薬品の流通システムを解明するための予備的あるいは導入的
解説を踏まえて，製薬企業における医薬品流通システムについて検討する。
皿 製薬企業における流通システムから得られる効果
製薬企業は，その専業，兼業，あるいは大手，中小を問わず，外資系医薬品
関連企業までも，現行の医薬品流通システムから利益ないし効果を得ていると
考えることは，異論のないことであろう。
問題はいかなる利益ないし効果を得ているのかということである。ここで
は，次の少なくとも 3つの側面から得られる利益なり，効果を，すなわち，製
薬企業の医薬品流通政策による販売促進効果，薬価設定効果及び医薬品流通活
動効果を製薬企業は獲得していると考える。以下では，これらの利益ないし効
果が獲得できる根本的な背景や制度的諸要因などを明確にしながら，若干の検
討を加えることを主眼としている。
1. 医薬品流通政策による販売促進効果
製薬企業は，医療用医薬品または一般用医薬品，あるいは両方の自社品や輸
入品を他の消費財とは異なる特性を有する商品として医薬品卸売業者や薬局・
薬店を経由して医療機関から患者へ，また他の流通経路で一般消費者へ販売す
るとし、う医薬品流通システムにおける中枢的存在である。この流通システムに
おいて，製薬企業は各社独自の流通形態と流通経路を持ち，根本的には自社取
扱品の薬価防衛，その供給の安定，利潤の安定的確保，社会的使命を目的とし
て行動し，実益的には固有の医薬品流通政条を彩っている。
このような製薬企業，特に大手企業，主要企業の医薬品流通政策がもたらせ
る販売上の利益つまり販売促進効果については，（1）製薬企業の流通系列化の推
進，（2）重点卸政策の展開，（司製品差別化戦略，は）リベート戦略，（5）広告戦略に
よる諸効果の実態的様相を少なくとも 5つの視点または側面から説明し，それ
らについて検討する必要があると考える。
(1) 流通系列化の推進による効果
前述の意味で製薬企業が推進している医薬品卸売業者や薬局・薬店の「流通
系列化」を通じて販売促進効果がもたらされている。この流通系列化とはいか
に定義されているのか，製薬企業が製品差別型寡占との関係において流通系列
化を推進する必要性あるいはその動機は何か，また流通系列化の手段が果たし
ている役割と効果はいかなることであろうか。このような接近方法を採りたい。
① 流通系列化の定義
流通系列化とは，公正取引委員会私的諮問機関の独占禁止法研究会編の報告
書『流通系列化に関する独占禁止法上の取扱い』（昭和55年3月17日〉によれ
ば，流通系列化の主体となるものを総称した意味を持つ「製造業者が自己の商
品の販売について販売業者の協力を確保し，その販売について自己の政策が実
現できるように販売業者を掌握し，組織化する一連の行為，システムである」
と定義されている。この場合の「販売」とは流通系列化の対象となる取引であ
り，商品のほか役務（サービスの意）もあり得るとし，「販売業者」についても
流通系列化の客体となる卸売業者と小売業者であるとみなしている。ここで
は，この定義を医薬品製造業者つまり製薬企業，あるいは製品差別型寡占産業
とみなされる医薬品産業内で製薬企業が主導的に推進している流通系列化を意
味する定義として読み替えることができる。
しかも，糸田省吾氏の見解を製薬企業の場合にも適用すれば，流通系列化は
優越的な地位にある製薬企業が劣位にある医薬品卸売業者や医薬品小売業者
〈薬局・薬店など）を支配し，あるいは拘束するといういわば「支配・従属の
関係Jが競争秩序に与える影響を考慮することによって，「利益共同体Jの形成
ω 
を図ることであると定義することもできる。このような接近方法を敷街すれ
ば，今日の製品差別型寡占体制の下で，競争相手の製薬企業問で医薬品卸売業
者や薬局・薬店，さらにユーザーである医療機関をいくら奪い合っても，新規
の医薬品需要増は期待できないと製薬企業は判断し，市場占有率の現状維持を
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甘受する代わりに，自社取扱品の薬価の防衛に極力努め，利潤の安定化を図る
という戦略転換を行っていると言える観点もある。この観点は医薬品卸売業者
も薬局・薬店も強く望むところであるから，この点で製薬企業とその系列下に
ω 
ある販売業者との利害は一致することになる。
このような接近方法だけでなく，実方謙二教授の見解を借りて製薬企業の場
合に適用すれば，流通系列化というものを医薬品卸売業者や薬局・薬店の協力
を「人為的な手段で確保するための手段として捉えJ，この捉え方によってこ
そ「流通系列化の全体的な販路閉鎖効果を対象とすることができ，また全体の
連関の中で各系列化手段の効果を発揮できる。（中略〉系列化でとらえる諸手
段は，多くの場合，販売業者の利害とも一致するもので，それ故に実効性を
もっているのであるが，（中略〉その客観的な競争制限効果を示しているアこ
とを問題視すべきである。このことを独禁研の定義は表している。この意味
で，実方教授の見解の接近方法を適用すれば，流通系列化は製薬企業の医薬品
流通政策が実現されるシステムとして概念的に捉えることができると考える。
さらに，鶴田俊正教授の見解を適用すれば，医薬品産業内の製薬企業の「今
日の寡占間競争は，価格競争よりも非価格競争を指向し，価格競争を回避する
手段として流通経路の系列化，つまり前方統合をおこなっていると考えられ
る」。大手製薬企業を「頂点とした流通径路の前方統合がJ寡占的な製薬企業間
の価格競争を微弱にし，その製薬企業が高い収益性を維持することができるの
は，「市場機構に内在する競争的インパクトを吸収する『装置』が流通径路の中
に内蔵されているからであり，こうした『装置』の存在することが有力企業の
高い市場占有率の維持を，反面，可能とさせる一つの要因となっているように
思える。 Jこのように，流通系列化を医薬品産業の寡占市場構造の中で捉え，
位置づけることによって定義することもできる。
独禁研の定義については，法律論がある。その上，独禁研の報告書が重視し
ている公正競争規約の違法性再販売価格維持行為の違法ば垂直的制限の規
制などについても議論があるが，この議論の背後にある独占禁止法の解釈と運
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用に関する法律論に立ち入る力はない。ただ，薬事経済論という公の呼称はい
まのところないが，実態的には薬事経済は存在しているわけであるから，薬事
経済論からする流通系列化に対する 1つの認識を示しておきたいと思い，流通
系列化に係わる諸問題について考えているわけである。
② 流通系列化の必要性ないし動機
そのような定義や捉え方で位置づけられる流通系列化という医薬品流通販売
政策はなぜ、製薬企業にとって必要になったのであろうか。換言すれば，製薬企
業が企業活動をしている中で，流通系列化が生じてこざるを得なかった必然t性
は何であろうか。
製薬企業の流通系列化は，戦後しばらくしてから製薬企業の生産体制が確立
したことに伴う lつの必然的な帰結であっ晃と考えることができる。製薬企業
が経済の発展に対応して行った設備投資と製造技術をはじめ，製剤，包装など
の技術の近代化に伴って大量生産体制が確立し，医薬品市場に放出された大量
の医薬品を商品として大量販売せざるを得ない状況に追込まれた。
このような技術必然性だけで流通系列化が推進されたのではない。経済の発
展過程において必ず生じてくる医薬品市場の獲得，市場占有率の維持，利潤の
安定的確保を画策する企業者行動やそのアニマル・スピリット（旺盛な企業者
精神〉も無視することはできない。すなわち，製薬企業のうちでもいわゆる大
手企業や主要企業は自社を中心とした製薬業界の垂直的統合または「前方統
合J，つまり流通系列化とみなすことによって，価格競争を排除し，非価格競争
も導入して，自社の影響力を薬業界全体，特に卸・小売流通全体に波及させる
ことを狙っているからである。この意味で，製薬企業を中心とした製薬業界で
必然的に生じてくる「競争的インパクトを吸収するメカニズム」の構築と運用
が必要になってきたからであると考えることもできる。
このことはまた，製薬企業が登録制度の普及，医薬品需要者のニーズの多様
化などに対応する製品差別化戦略，品質や広告などの非価格競争の活発化など
を背景として，製薬企業自らが販売促進活動を行い，他方では医薬品の品質管
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理や医薬品の市販後監視制度，医薬品副作用被害救済制度，薬事法や行政指導
の下で医薬品の有効性と安全性の確保に努めているという意味で，医薬品市場
を標的にしたマーケティング活動に力を注がざるを得なくなってきたことと無
関係ではない。製薬企業は大量販売方式を確立し それを常時実現させるため
に，自社取扱品が流通する卸売市場や小売市場を支配することが必要であった。
自社取扱品の販売計画は医薬品流通システムに大きな影響を与え，それを支配
してはじめて可能となる。このことこそ，大手製薬企業や主要な製薬企業が医
薬品流通システムの 1つの構成要因である流通経路を支配し，薬価基準体制の
下で医薬品の価格体系を左右するに至った最大の理由であると考える。
（未完〉
（付記本稿は財団法人島原科学振興会の昭和62年度研究助成による研究成果の
一部である。〉
本稿作成に当たり，本学部助教授大野正道先生（商法及び経済法〉から貴重な文献を
借用できましたことに加えて，独占禁止法に関する教えを受けましたことを感謝致しま
す。
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ができましたことを感謝致します。
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したこと，さらに何かとご指導とお世話様になっておりますことを併せて深く感謝致し
ます。
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